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 1.（2）で提示した理論設定に基づき、わが国の時系列データから TFP 上昇率(TFP)
に対する労働力人口(LG)の影響を検証する*12。なお、コントロール変数として経済開

放度(ROP)を使用する。この三つの変数の定常性を確認するため単位根検定を行った

結果を示したものが図表 2－11 である。ちなみに、これらの変数のほかに 39 歳以下

労働力人口（規模および労働力人口全体に対する比率）等の年齢効果に関する変数を

加えたが、いずれも有意な結果を得ることはできなかった。 

 単位根検定では ADF 検定、DF－GLS 検定、および Ng－Perron 検定を行った。TFP
上昇率に関してはやや曖昧な結果はあるものの、三変数ともに単位根があるという帰

無仮説を棄却できない*13。この結果を踏まえ、以下では、三変数間の共和分関係を探

り、共和分が存在する場合にはベクトル誤差修正モデルを推定して三者間の関係を探

ることとしたい。 
 

図表 2－11 単位根検定 

推定式：定数項のみ
ADF DF-GLS Ng-Perron

TFP -2.571 -1.842 -0.929
  lag次数 l=4 l=4 l=4
　cv(5%) -2.972 -1.953 -1.980
LG -2.339 -0.789 -1.061
  lag次数 l=1 l=2 l=2
　cv(5%) -2.954 -1.951 -1.980
ROP -1.553 -1.487 -1.388
  lag次数 l=0 l=0 l=0
　cv(5%) -2.954 -1.951 -1.980

推定式：定数項＋タイムトレンド
ADF DF-GLS Ng-Perron

TFP -3.487 -3.929 -4.305
  lag次数 l=4 l=4 l=4
　cv(5%) -3.581 -3.190 -2.910
LG 1.557 -0.850 -2.611
  lag次数 l=0 l=1 l=1
　cv(5%) -3.553 -3.190 -2.910
ROP -1.494 -1.597 -1.338
  lag次数 l=0 l=0 l=0
　cv(5%) -3.553 -3.190 -2.910  

   注：ラグ次数の決定は Schwarz 情報量基準による。 
     検定期間は 1973～2005 である。 

 
（２）共和分方程式の推定とインパルス応答関数 
■共和分方程式の推定 

（共和分関係の存在が棄却できず、人口と TFP 上昇率には正の関係がある） 
 TFP 上昇率、労働力人口の間の共和分関係、またこれに経済開放度を加えた三変数

間の共和分関係が存在するかどうかを確認するため、ヨハンセンの共和分検定を行っ

た。その結果を示したものが図表 2－12 である。 
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図表 2－12 の結果を見ると二変数のケース（(TFP 上昇率、LG)の組み合わせ）では

トレース検定における検定統計量は 20.99 であり、共和分がないとする帰無仮説を棄

却する。しかしながら最大固有値検定では帰無仮説を棄却できていない。また、三変

数のケース（(TFP 上昇率、LG、ROP)の組み合わせ）においてもトレース検定の検定

統計量は 36.41 と共和分の存在を示すものの、最大固有値検定では同様に帰無仮説を

棄却できなかった。以上の結果、やや曖昧な点は残るものの、それぞれのケースにお

いて共和分関係が認められると考える。 
共和分の存在を前提として、最尤法により共和分方程式の推定を行った結果が(7)、

(8)式である（括弧内は t 値である）。 
 LGTFP ×+−= 113.0254.1                         (7) 

          (－1.90)  (1.89) 
 ROPLGTFP ×+×+−= 469.0240.0762.2                  (8) 

          (－3.32)  (3.29)      (3.22) 
(7)、(8)式とも TFP 上昇率に対する労働力人口の影響は正であり、労働力人口規模は

TFP 上昇率と正の関係を持つことになる。また経済開放度についても TFP 上昇率に

対して正の効果を持ち、OECD パネル・データを用いた分析と整合的な結果が得られ

た。 
 
図表 2－12 ヨハンセンの最尤法による共和分検定 

(TFP、LG)
共和分ベクトルの数 固有値 トレース 5% C.V. 最大固有値 5% C.V.

0 0.308 20.99 20.26 11.04 15.89
1 0.282 9.95 9.17 9.95 9.17

(TFP,LG,ROP)
共和分ベクトルの数 固有値 トレース 5% C.V. 最大固有値 5% C.V.

0 0.482 36.41 35.19 19.75 22.30
1 0.350 16.66 20.26 12.93 15.89
2 0.117 3.73 9.16 3.73 9.16

注：ラグ次数（最尤法に用いた VAR の階差次数）はいずれも 2である。 

 

■インパルス応答関数の計測 

（人口に対するショックは TFP 上昇率を上昇させる） 
 上記の(7)、(8)式の共和分方程式をもとに、ベクトル誤差修正モデル（VEC モデル）

を推定し、その結果からインパルス応答関数を計測した結果が図表 3－5、3－6 であ

る。なおこの計測にあたっては、変数の並び順に影響されない一般化インパルス応答

関数を求めている。 
 図表 2－13 は二変数の VEC モデルをもとに、労働力人口へのショックが TFP 上昇

率に与える影響を示したものであり、図表 3－6 は三変数の VEC モデルから、労働力

人口および経済開放度へのショックが TFP 上昇率に及ぼす影響を計測した結果であ

る。いずれの場合においても労働力人口へのショックは TFP 上昇率に正の効果をもた

らしている。また、図表 3－6 から経済開放度に対するショックは TFP 上昇率に対し

て、3 期目に負のインパクトがあるものの総じて正の効果を示している。 
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 以上を踏まえると、わが国の時系列データをもとに、技術進歩（TFP 上昇率）に対

する人口（労働力人口）規模の効果を見ると正の関係が見出される。このことは「労

働力人口が多いほど技術進歩率も高くなる」という仮説を支持する証左であると考え

ることができる。 
 
図表 2－13 TFP 上昇率のインパルス応答（二変数 VEC） 
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図表 2－14 TFP 上昇率のインパルス応答（三変数 VEC） 

 
 
（３）将来予測の試み 

（マクロ全体では TFP の成長率は 1％程度か） 
 わが国の総人口は減少局面に入り、労働力人口もまた今後大きく減少することが予

測されている。雇用政策研究会(2007)によれば現在（2008 年）の労働力人口 6,650 万

人は、女性や高齢者などの労働市場への参加が進展しない場合には 2030 年には 5,584
万人にまで減少すると見込んでいる。また、女性や高齢者の労働市場への参入が進む

場合においても 2030 年の労働力人口は 6,180 万人にまで減少するとしている。 
 こうした状況の中で TFP 上昇率は今後、どのような推移を示すだろうか。その手が

かりとして、2030 年までの TFP 上昇率の将来予測を試みる。その方法として、以下



－30－ 
 

の二つの方法を考える。第一に、上記で推計を行った三変数（(TFP 上昇率、LG、ROP)
の組み合わせ）VEC モデルを将来について延長する方法である。これは将来の外生変

数に関する特定のシナリオを設定せずに、定常状態にある TFP 上昇率の水準が計算す

ることができる。第二の方法は、共和分方程式である(8)式を利用し、労働力人口（LG）、

経済開放度（ROP）を外生変数として一定のシナリオを設定する方法である。 
 第一の VEC モデルを将来に延長した結果を示したものが図表 2－15 である。試算

結果によると、2010 年以降、ほぼ TFP 上昇率は定常な水準で安定する。2020 年の

TFP 上昇率の水準は 0.95％、また 2030 年の TFP 上昇率は 0.99％と計算されている。

なお、VEC モデルから計算される 2030 年の労働力人口は 6,276 万人、経済開放度は

26.2％となる。したがって、TFP 上昇率はマクロ経済で見ると前年比およそ 1％成長

がベースとなると見込まれる。 
 
図表 2－15 2030 年までの TFP 上昇率の予測（VEC モデル） 
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 第二の方法は、労働力人口と経済開放度に関するシナリオを作成する方法である。

労働力人口に関して、以下の三つのシナリオを設定した。なお、ケース 1～3 における

経済開放度は 2002～2007 年平均値 27.3％としている。 
ケース 1：2030 年の労働力人口は、雇用政策研究会(2007)を参考に 6,180 万人（女性

や高齢者の労働市場への参入が進む場合）として、2008 年以降、直線的に推移する

と想定。 
ケース 2：2030 年の労働力人口は、雇用政策研究会(2007)を参考に 5,584 万人（女性

や高齢者の労働市場への参入が進まない場合）として、2008 年以降、直線的に推移

すると想定。 
ケース 3：将来の労働力人口は、国立社会保障・人口問題研究所の将来人口予測（中

位推計）の値に、1992 年以降の平均労働力率を乗じて作成。なお、2030 年の労働
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力人口は 6,091 万人になる。 
 以上のシナリオに沿って計算した結果を示したものが図表 2－16 である。2030 年頃

にはいずれのケースにおいても TFP 上昇率はマイナスとなっている。最も労働力人口

の多いケース 1の 2030年の TFP 上昇率は－0.2％、次いでケース 3 が－0.6％であり、

労働力人口が激減するケース 2 の TFP 上昇率は－2.7％に達すると試算された。 
 成長会計を前提とし、労働力人口の減少や資本ストック蓄積の鈍化が予想されるな

らば、今後 TFP 上昇率がマイナスで推移することは、潜在的な GDP 成長率もマイナ

スになる可能性が高いことを意味する。中長期的に見た成長戦略の重要性はますます

高まることになる。 
 
図表 2－16 2030 年までの TFP 上昇率の予測（外生モデル） 
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４．要約とインプリケーション 
 本稿の目的は人口と技術進歩の関係を探ることにあり、おおむね人口規模と技術進

歩率（TFP 等）の間には正の関係が計測された。人口と技術進歩を巡る議論は多く、

古くはKuznetz(1960)からKremer(1993)やJones(2005)に至るまで多くの理論的研究

がなされている。しかし、近年の先進国を対象とした実証分析の試みは少なく、検証

を行う意味もあると考える。 
 2002 年の Hayashi and Prescott 論文以降、わが国においても生産性と経済成長を

巡る議論は活発になり、JIP データベースなどの開発も行われている。しかし生産性

に関わる研究の対象の中心は R&D や IT 投資などであり、人口や人口成長との関連は

重視されてこなかった。今後、人口減少が本格化する中で、人口と技術進歩との関係

はさらに重要な研究対象になると考える。 
 さらに、技術進歩は人口規模や人口成長だけに依存するのではないことは明らかで
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ある。技術進歩の代理変数として使用した TFP についても、計測の方法や、生産要素

等の分配状況、労働や資本ストックの質の向上との関連などのさまざまな要因とも関

連している。こうした点を考慮すれば、本稿での技術進歩の取り扱いは十分ではない

であろう。こうした課題については今後さらなる改善を行う必要がある。 
 最後に、実証研究の結果を踏まえて、今後のわが国の持続的な成長に対するインプ

リケーションを考えておきたい。 
 今まで示してきたように、人口や労働力人口の規模と言ったボリュームが技術進歩

を支える必要の要素であるならば、人口減少の進行は潜在的な成長エンジンの出力を

弱めることになる。もちろん経済成長は技術進歩だけで決定されるわけではないし、

人口のボリュームだけで技術進歩が決定されるわけでもない。しかし持続的に、そし

て趨勢的な成長力を維持するには、何らかの方策を講じる必要がある。そこには二つ

の方向性が考えられる。 
第一は、人口・家族政策によるボリューム補填策である。これには出生率回復政策

と移民政策の二点がある。出生率回復政策は重要であるが、しかしその効果の程度や

効果が現れる時期（少なくとも出生率が回復してから、労働力人口として市場に登場

するまで 20～25 年かかる）を考えると即効性は期待できない。もうひとつの移民政

策については、不足する労働力を、技能を持つ移民によってカバーすると言うもので

あるが、生活・文化面の諸課題やドイツ・フランスなどの移民先進国の事例を十分に

検討する必要があろう。 
第二は、積極的な技術進歩向上政策である。もちろん、そのためには人的資本の高

度化を含め、教育・技能等の経験を深めることが求められるが、同時に多くの知的交

流が行えるような環境作りなども整備する必要があろう。グローバル化の一層の進行

は、知的交流を促し、また技術の伝播にも寄与する。市場を開放し、広くかつ多くの

人的・物的交流を進めることを通じた技術進歩向上策を真剣に考える時期にあるので

はないか。このことはまた、移民政策とも関連して検討を行う必要があろう。 
 
【注】 

 
*1 国連の 2006 年人口予測によれば、2005 年から 2050 年までの年平均人口増加率は日本が－

0.49％であるのに対し、イタリア－0.16％、ドイツ－0.24％、韓国－0.27％であり、またアメ

リカは 0.66％、イギリスは 0.29％の人口増加となる。 
*2 理論的な展開として、Kremer(1993)、Barro and Sala-i-Martin(2003)、Jones(2005)などが

参考になる。 
*3 以下では技術進歩の上昇率として TFP（あるいは MFP）上昇率を用いる。なお、TFP 上昇

率のみが生産性上昇率示すのではない。こうした点については宮川(2006)などを参照。 
*4 MFP は国際比較を行うために用意されたものであり、国ごとの MFP の作成にあたっては

OECD の推計データが必ずしも最も適切なものではないとの留意がなされている。 
*5 ただし、後でみるようにわが国の場合、JIP データによる TFP 計測値と大きな違いはない。 
*6 労働生産性の増加率のみを取り上げることから、国際比較でしばしば問題となる為替レート

の調整は不要である。 
*7 対象とする国の人口規模等は大きく異なり、クロスセクション・ダミーを加えただけでは国

別の効果を十分に扱えないことや、固定効果モデルでの計測結果が不安定であることから GLS
推定に基づく変量効果モデルを採用した。 
*8 投資の対 GDP 比率などについても考慮したが有意な結果が得られなかった。 
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*9 経済規模のほか、欠損値の有無についても考慮して選択した。 
*10 理論モデルでは一般に総人口と労働力人口は区別されないが、現実にはその規模や増加率

には違いがある。わが国の場合、労働力人口は既に 1990 年代後半から減少傾向にある。 
*11 JIP データベースは、（独）経済産業研究所の「産業・企業生産性」プロジェクトが公表し

ているもので、ここでは「日本産業生産性データベース 2008 年版」を利用した。 
*12 OECD パネル・データによる分析同様、対数に変換している。 
*13 1 階の階差を取った変数は定常であることを確認している。 
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